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研究成果の概要（和文）：認知症は多様な認知機能障害を呈する疾患であり、そのケアのためには脳機能に関す
る知識、すなわち神経心理学に関する教育が必要不可欠である。一方で、神経心理学に関する知識の教育はほと
んど行われていないのが実際である。本研究では、高齢者施設職員を対象とした神経心理学の教育プログラムを
開発し、その効果を検証することを目的とした。教材開発にあたっては認知症ケアに関わる専門職を対象に意見
を募った。また、認知症に関する継続学習と認知症の知識についての調査を行い、その関連を明らかにした。教
育プログラムは全ての参加者が役に立ったと感じていたが、効果検証については更なる検証が必要と考えられ
た。

研究成果の概要（英文）：Dementia is a disease that severely impairs cognitive function. Caring for 
dementia patients requires one to understand brain function and consequently neuropsychology. 
Despite the necessity of educational opportunities to improve knowledge on neuropsychology for 
dementia care, there has been a lack of such interventions. The current study aimed to develop an 
education program on neuropsychology for care workers working in long-term care facilities. The 
study also aimed to examine the program’s effect. First, we consulted experts in the field of 
dementia care. Then, we conducted a survey aimed at revealing the relationship between continual 
learning and knowledge on dementia. We developed the education program based on the results of the 
above surveys. Although all participants indicated that the education program we developed was 
useful, further research is necessary to confirm the robustness of the effect of the education 
program.

研究分野：臨床心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
介護職員の認知症に関する知識の関連要因として、自発的・非自発的という学習形態と、認知症の行動・心理症
状に関する自信の交互作用が重要であることを明らかにした。また、教育プログラムの実用性を明らかにした。
開発したプログラムはオンラインで受講が可能であるため、時間や場所を選ばず受講が可能であり従来の研修等
の受講にかかる移動時間や旅費等の費用削減にもつながると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 介護職として業務に従事するための資格要件は定められておらず、教育水準が担保されてい
ない。暴言や暴力、徘徊といった認知症の人の行動・心理症状（Behavioral and Psychological 
Symptoms of Dementia）への対応には、多くの職員が困難を感じている。国際老年精神医学会の
ガイドラインでは、認知症の BPSDを説明する理論としては、誤った学習によるとするものや、
満たされない欲求の表現とするもの、認知症によりストレス対処能力が低下した状態に対処し
きれない過剰なストレスがかかることによるとするものなど、いくつかがあげられている
（International Psychogeriatric Association, 2012）。 

BPSDは認知症が見られる前には存在しなかったものであり、このことからは認知症に伴う記
憶障害や遂行機能障害といった、認知機能障害が原因にあることは間違いない。したがって、介
護職員の認知機能に関する知識、すなわち神経心理学的な知識を向上させることは、BPSDへの
対応のみならず、質の高い認知症ケアを実践するために不可欠である。BPSDは認知症の人の外
界認知が不完全なために引き起こされる本人と周囲との摩擦であると考えられ（武田, 2013）、
James (2011)による BPSDの氷山モデルでは BPSDの原因として最も根幹にあるのは認知機能の
状態であるとされている。このように、神経心理学的知識なしに BPSDを理解することは困難で
あるが、神経心理学の知見は主として医療場面における心理検査など診断の補助目的として使
用されていることが多く、介護職員が体系的に学ぶ機会はない。したがって、認知機能に関する
神経心理学的な知識の向上を促す教育プログラムの開発は BPSD への対応の負担軽減だけでな
く、より質の高いケアの提供を実現するためにも重要であると考えられる。 
我が国における認知症の国家戦略である認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）では、
認知症介護の課題の一つとして BPSD の予防を可能とする良質な介護を担う人材の確保が掲げ
られているが、施設における高齢者虐待の発生要因としては知識や介護技術の不足に関する問
題が 62.6%と最も多いことが示されている。また、利用者の認知症の程度が重度である、もしく
は認知症の人が重度であるほど身体的虐待に至りやすいことが示されており（厚生労働省, 2015）、
知識の不足により BPSD への対応が困難となっていることが虐待行動につながっていることが
報告されている。 
認知症の人の BPSDの悪化は介護職員の身体的・精神的な負担感を高めるだけでなく、負担の
増加に伴い提供するケアの質が低下し、認知症の人の QOLの低下を招くリスクがある。こうし
た悪循環は、最悪の場合には虐待につながるリスクも含んでいる。こうした問題について、
Spector et al. (2016)のシステマティックレビューでは、職員を対象とした教育プログラムにおけ
る BPSD の対応に関する教育訓練の有効性が報告されている。我が国においても認知症ケアに
関する多くの研修が実施されており、職員のスキルアップが図られているが、その効果は明確で
ないことも多く、また、科学的に有効性が検証された教育プログラムに基づいた研修機会はほと
んどない。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、介護職員の神経心理学的知識を向上させることに焦点を当てた教育プログラム
の開発を試みる。また、介護職員の認知症に関する知識の実態及び、知識を高めるための要因に
ついて検討すると共に、教育プログラムの効果検証を行うことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（1）教育プログラムの開発 
 プログラムの内容について検討するために、神経心理学的知識を用いた認知症ケアに携わる
心理職や介護職に対して意見を求めた。また、プログラムの効果検証に向けた予備的検討として、
先行して行っていた介入研究のデータ解析を行い、本プログラムの効果検証に向けたサンプル
サイズの決定法や解析方法に関する参考とした。また、高齢者施設に訪問し、職員と継続して事
例検討を行い、現場の実態及び課題についてヒアリングを行った。プログラムの原案について職
員に意見を求め、内容の改善を図った。また、教材の実用性を高めるために、オンラインで学習
可能なプラットフォーム開発を行う。 
 
（2）介護職員の認知症に関する知識と継続学習に関する実態調査 
 本研究では介護職員の学習状況について検討すると共に、心理的特性と学習形態が認知症に
関する理論的知識にどのように関連するかを、交互作用も含めて検証した。高齢者施設に勤める
職員 153名（男性 61名、女性 90名、性別不明 2名）を対象に解析をした。学習形態は心理職の
継続訓練として提唱されている Taylor et al. (2017)のフォーマル・インフォーマル・偶発的・ノン
フォーマルの 4つを参考に 9項目を設定した。また、学習については自主的な参加か業務命令に
よるものかで自発学習・非自発学習の 2 つに分けた。認知症の知識には Kazui et al. (2008)の
Professional Knowledge Test (PKT)を使用し、心理的特性としては BPSDに対する対応の自信につ
いて尋ねた。 



  
（3）教育プログラムの効果検証 
 教育プログラムの効果検証を行うために、近畿圏にあるデイサービスに勤める 32名を介入群、
高齢者入所施設に勤める 22名を統制群とした介入調査を行った。介入群は、メールにより配信
された教育プログラム及び確認テストを週に 1 単元ずつ業務外に自由に受講し、統制群に対し
ては通常の業務を継続するよう伝えた。一度公開された単元は、その後もバックナンバーとして
何度でも受講できるようにし、復習に活用できるようにした。 
 効果評価にあたって、年齢や性別などの基本属性に加え、内発的動機づけ尺度及び認知症の知
識の測定として PKT を用いた。本調査における参加者は全員自発的な参加であるが、認知症の
知識に関連する要因の調査で自発学習、非自発学習の効果に及ぼす心理的要因の存在が示唆さ
れたことから、動機づけを統制した。また、オンラインで実施したため、学習に使用したデバイ
ス（パソコン、スマートフォン、タブレット等）、1単元の平均学習時間、教材が役に立ったかど
うかについて尋ねた。各尺度は介入前（介入開始 2 週間前）、介入後、フォローアップ（1 カ月
後）の 3時点で測定した。 
 
 ４．研究成果 
（1）教育プログラムの開発 
全 13単元のプログラムを開発した（表）。各回はテキストベースでの学習と、確認テストで構
成される。週 1単元の実施で修了まで 3カ月程度を見込んだ。本プログラムはオンラインで実施
することが可能である。施設で行っていた事例検討については、それまでに検討してきた事例を
まとめた認知症ケア事例集を作成した。今後、本事例集に掲載された事例を基にして、プログラ
ム内に掲載されている事例の充実化を図ることも重要である。 
 

表 プログラムのコンテンツ 

回 テーマ 内容の一例 

第 1回 脳の仕組みと生活障害 脳の構造と機能、脳機能障害に伴う生活障害など 

第 2回 事例を通して学ぶ認知機能－知覚と運動－ 体性感覚、視空間認知、失行など 

第 3回 事例を通して学ぶ認知機能－注意－ 注意の種類、各注意障害により起こりうる問題など 

第 4回 事例を通して学ぶ認知機能－学習と記憶－ 記憶の種類と特徴、見当識障害、潜在学習など 

第 5回 事例を通して学ぶ認知機能－言語－ 受容性/表出性言語、コミュニケーションなど 

第 6回 事例を通して学ぶ認知機能－実行機能－ プランニング、ワーキングメモリ、抑制機能など 

第 7回 事例を通して学ぶ認知機能－社会的認知－ こころの理論、表情認知、共感性、情動伝染など 

第 8回 認知症疾患と認知機能の特徴 4大認知症、治る認知症の神経心理的特徴、対応など 

第 9回 認知機能に影響する諸問題① 薬剤有害事象や他の医学的、環境的問題の対応など 

第 10回 認知機能に影響する諸問題② 薬剤有害事象や他の医学的、環境的問題の対応など 

第 11回 認知機能の評価と介護への活用 介護職が実施可能な認知機能検査、ケアへの活用など 

第 12回 日常会話による認知機能評価 日常会話による認知機能評価、施設における交流など 

第 13回 3ステップ式アセスメント 包括的な認知機能アセスメント 

 
 
（2）介護職員の認知症に関する知識と継続学習に関する実態調査  
介護職員の学習状況として、非自発的な学習に比べて自発的な学習の頻度は少なかった。また、
多くの職員は BPSD に対応する自信がないまま業務を行っていることが明らかになった。認知
症の知識を高めるためには、学習形態と BPSD に対する対応の自信の交互作用を考慮すること
が重要であることが示された。具体的には、BPSDへの対応の自信が高い場合には自発学習頻度
が多いほど認知症の知識が高く、一方、自信が低い場合には非自発学習の頻度が認知症に関する
知識と関連していた。BPSDへの対応の自信が少ない者に対しては上司や施設の責任者等から研
修の受講を勧め、自信の高い者に対しては研修参加にあたっての勤務の振り替えや旅費の補助
などの自発学習を促進する機会を提供することで認知症に関する知識の向上をより効果的に促
進できる可能性が示唆された。 
 
（3）教育プログラムの効果検証 
解析対象は、ドロップアウトした 13 名と確認テストの受講率が 8 割以下 2 名を除いた 39 名

(介入群 23名、統制群 16名)であった。介入群と統制群の間で基本属性に有意差は見られず、概
ね均質な集団だと考えられた。学習にあたって介入群の 23名が主に使用したデバイスはスマー



トフォン（65.2％）が、1単元の学習時間は 30分～1時間程度（47.8%）の者が最も多かった。 
介入前後の PKT 得点の変化量を従属変数として、内発的動機づけ尺度を共変量とした共分散
分析を行った結果、グループの主効果が有意傾向であったが、フォローアップ時には有意差は見
られなかった。教材に取り組んだ感想はについて役に立たなかったと回答した者はおらず、本研
究で開発したプログラムは全ての者が役に立ったと感じていた。オンラインで受講可能である
ため時間や場所を選ばず行うことができ、特段の有害性も想定されないため、実用性は高いと考
えられた。 
多くの参加者はスマートフォンを用いて学習しており、また、1単元の時間は 30～1時間であ
った。本研究の限界として、無作為化できていないことや、サンプルサイズが小さいことがあげ
られる。本研究で示したデータを基に、プログラム内容や実施方法の改善が期待される。また、
ドロップアウトもみられたことから、参加意欲を高めるための工夫を考えると共に、継続を阻害
する要因の解明も重要な課題である。 
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